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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 63,437 5.0 5,516 1.8 5,639 1.4 2,980 2.5

19年３月期 60,412 8.9 5,421 0.5 5,563 2.7 2,907 2.1

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 168 45 －  11.3 11.5 8.7

19年３月期 164 30 －  12.1 12.3 9.0

 

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 49,804 30,586 55.5 1,562 49

19年３月期 48,267 27,951 52.5 1,430 94

（参考）自己資本 20年３月期 27,649百万円 19年３月期 25,321百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 5,043 △2,763 △1,787 8,403

19年３月期 4,755 △7,203 1,513 7,926

２．配当の状況

 １株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 12 50 12 50 25 00 442 15.2 1.8

20年３月期 12 50 17 50 30 00 530 17.8 2.0

21年３月期（予想） 17 50 17 50 35 00 － 21.2 －

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 32,300 4.7 2,400 △8.2 2,450 △7.9 1,340 △10.4 75 72

通期 66,300 4.5 5,400 △2.1 5,500 △2.5 2,920 △2.0 165 01
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 17,737,200株 19年３月期 17,737,200株

②　期末自己株式数 20年３月期 41,578株 19年３月期 41,578株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、36ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 31,806 △0.8 3,326 2.9 3,657 1.8 2,220 1.6

19年３月期 32,060 4.0 3,233 2.7 3,593 5.3 2,186 8.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 125 50 －  

19年３月期 123 56 －  

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 31,580 21,421 67.8 1,210 53

19年３月期 31,694 19,838 62.6 1,121 07

（参考）自己資本 20年３月期 21,421百万円 19年３月期 19,838百万円

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 16,000 1.4 1,550 △4.8 1,750 △7.8 1,120 △7.7 63 29

通期 32,600 2.5 3,250 △2.3 3,550 △2.9 2,150 △3.2 121 50

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１．経営成績
(1)　経営成績に関する分析

  当期の世界経済は、米国でサブプライム・ローン問題の影響によって減速傾向が強まるなど、期末にかけて急速に

不透明感が高まってきましたが、年度を通しては、安定的な成長を続ける欧州経済と、中国を始めとするアジア経済

の拡大によって、概ね堅調な推移となりました。日本経済につきましては、輸出の増加や、企業の設備投資・生産の

増加など民間需要を中心に緩やかながらも拡大を続けてきましたが、年明け以降、米国の景気動向の影響を受け、鈍

化傾向が出てまいりました。

　当社グループの主要顧客である電子部品業界では、引き続き、薄型テレビなどのデジタル家電向けやゲーム機向け

の需要を中心に高水準の生産が続いてきました。しかし荷動きとしては、生産の安定化や一時的な在庫調整などもあ

り、全般的に落ち着いた状況で推移しました。

　このような事業環境の中、当社グループは国内外での物流ネットワークの拡充や、ＩＴ化を中心とした物流サービ

ス商品の充実を進め、顧客の「物流個性」に適した提案活動によって、売上の拡大を図ってまいりました。

 

　当期の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。

 

 ①　国内物流事業

　電子部品物流分野におきましては、顧客の物流合理化ニーズに適した提案活動や運送ネットワークの拡充を図り、

新規の取引先を拡大いたしました。しかしながら、前期と比べメーカー各社の増産体制が整ったことによる臨時便

対応の減少などもあり、売上は前期比横ばいの結果となりました。このような状況の中、営業利益につきましては、

固定費削減など原価改善を進め増益となりました。

　消費物流分野の株式会社流通サービスでは、顧客の物流ニーズに対応した拡販活動によって、生協関連の個配業

務を中心に売上を拡大しました。利益面では、人手不足に伴う労務コストの上昇、燃料費の高止まりなどの影響に

より、前期並みの水準となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は39,770百万円(前期比 5.4%増)、営業利益は3,315百万円(同 6.3%増)となり

ました。

 

 ②　国際物流事業

　国際物流事業につきましては、顧客のグローバルな物流ニーズが高まる中、中国、欧州、米国で新拠点を開設し、

また中国内での運送ネットワークを強化するなど、引き続きグローバルな拠点・ネットワークの拡充を進め、海外

を中心に拡販を図ってまいりました。

　航空輸送につきましては、主要貨物である電子部品の荷動きが落ち着きを見せる中、燃料費の高騰による輸送コ

スト上昇の影響も加わり、特に日本発の貨物で海上輸送へのシフトが進みました。また、競争激化による受託価格

の低下もあり、厳しい事業環境での推移となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は14,404百万円(前期比 0.7%増)、営業利益は1,905百万円(同 6.5%減)となり

ました。

 

 ③　商品販売事業

　包装資材及び成形材料の商品販売事業につきましては、顧客の海外生産における資材の現地調達化が進む中、顧

客ニーズに対応した拡販活動を図り、特に中国で売上を伸ばしました。

　この結果、当セグメントの売上高は9,263百万円(前期比 10.5%増)、営業利益は296百万円(同 11.3%増)となりま

した。

 

 以上により、当期の連結業績は、売上高で63,437百万円(前期比 5.0%増)となり、営業利益は5,516百万円(同 1.8%

増)、経常利益は5,639百万円(同 1.4%増)、当期純利益は2,980百万円(同 2.5%増)で増収増益となりました。

 

 ＜次期の見通し＞

　今後の経済に関しましては、これまで世界の景気拡大をリードしてきた米国景気が、サブプライム・ローン問題に

よる金融市場の混乱や、原油高などインフレ圧力の影響によって減速傾向を示しております。

  日本経済も緩やかながらも拡大を続けておりますが、昨今の個人消費や設備投資の鈍化に加え、海外の景気動向、

円高、原油高などが輸出や企業業績に与える影響が懸念され、先行きの景気動向は厳しい状況が予想されます。

　物流業界におきましては、顧客における物流システム・仕組みの改革、コスト削減など物流合理化のニーズはます

ます強くなっております。また、物流業者間の競争が激化する中、ドライバーを始めとする人手不足や燃料費の高止

まりなどが収益を圧迫する状況が続いております。

　当社グループにおきましては、主要顧客である電子部品業界が今後も生産規模を拡大する中、ネットワークの拡充
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を始めとする物流サービスの向上、グローバルでの物流提案活動を進め、売上の拡大を図ってまいります。

　利益面につきましては、物流合理化の進展、労務費・燃料費の高止まりなど厳しい状況が続くこと、また、今後の

当社グループの中期成長に向けた倉庫・ネットワーク拡充、システム投資、人材の増強などの先行投資を積極的に進

めることにより、前期を若干下回る水準を計画しております。

　現時点における平成21年３月期の業績見通しは、次のとおり予想しております。

 

  ＜連結業績の見通し＞

  (単位：百万円)

 金　　額 対前期増減率

 売上高 66,300 4.5％ 

 営業利益 5,400 △2.1％ 

 経常利益 5,500 △2.5％ 

 当期純利益 2,920 △2.0％ 

 

＜事業の種類別セグメント業績見通し(連結)＞

  (単位：百万円)

 
国内物流事業 国際物流事業 商品販売事業 

金　額 対前期増減率 金　額 対前期増減率 金　額 対前期増減率

 売上高 42,000 5.6％ 15,200 5.5％ 9,100 △1.8％ 

 営業利益 3,370 1.6％ 1,780 △6.6％ 250 △15.7％

 

 ＜単独業績見通し＞

   (単位：百万円)

 金　　額 対前期増減率

 売上高 32,600 2.5％

 営業利益 3,250 △2.3％

 経常利益 3,550 △2.9％ 

 当期純利益 2,150 △3.2％ 

 

  (2)　財政状態に関する分析 

  ①　資産、負債及び純資産の状況

　当期末の総資産は、キャッシュ・フロー確保による現預金の増加631百万円、増収に伴う売掛債権の増加 381百

万円や子会社である株式会社流通サービスでの「西宮北物流センター」建設による建物及び構築物の増加324百万

円などにより、前期比1,537百万円増の49,804百万円となりました。 

　負債合計は、有利子負債の減少1,103百万円などにより、前期比1,097百万円減の19,218百万円となりました。

　純資産につきましては、当期純利益2,980百万円の確保に伴う利益剰余金の増加などにより、前期比2,635百万円

増の30,586百万円となりました。なお、自己資本比率は、前期比3.0ポイント上昇の55.5%となりました。

 

 ②　キャッシュ・フローの状況

　 現金及び現金同等物の当期末の残高は、前期末と比べ477百万円増加し、8,403百万円となりました。

 

  (営業活動によるキャッシュ・フロー)

  営業活動の結果、得られた資金は5,043百万円（前期比287百万円の収入増）となりました。これは主に税金等

調整前当期純利益の確保5,615百万円などによるものです。

 

  (投資活動によるキャッシュ・フロー)

  投資活動の結果、使用した資金は2,763百万円（前期比4,439百万円の支出減）となりました。これは主にグルー

プ全体での車両購入や子会社である株式会社流通サービスでの「西宮北物流センター」建設など有形固定資産の

取得1,975百万円によるものです。

 

  (財務活動によるキャッシュ・フロー)

  財務活動の結果、使用した資金は1,787百万円（前期は1,513百万円の収入）となりました。これは主に長期と
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短期を合わせた借入金総額の純減1,107百万円と当社及び子会社での少数株主への配当金の支払い678百万円によ

るものです。

  

 (参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成16年

３月期

平成17年

３月期

 平成18年

３月期

 平成19年

３月期

 平成20年

３月期

 自己資本比率(％) 45.0 48.4 54.0 52.5 55.5

 時価ベースの自己資本比率(％) 104.6 113.4 107.7 75.3 36.6

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 278.0 206.3 157.6 195.2 162.2

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 23.5 29.3 34.7 38.0 33.0

※自己資本比率　　　　　　　　　　　　：　自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率　　　　　　：　株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率　：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　：　営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式を除く)により算出しています。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用し

ています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象と

しています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しています。

 

(3)　利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  利益配分につきましては、安定的に配当を行うことを第一に、その水準の向上に努めてまいります。配当の水準に

つきましては、有利子負債の削減による財務体質の向上を進めるとともに、①株主への利益還元、②将来の成長に向

けての投資、③内部留保のバランスを考慮して決定することとしています。

　当期の期末配当につきましては、平成20年３月期の業績結果及び今後の事業計画を踏まえ、１株当たり５円増配し、

17円50銭とする案を第44回定時株主総会に上程する予定です。年間で１株当たり30円の配当となります。

  また、次期の配当につきましては、現段階では通期で１株当たり35円（中間、期末各17円50銭）を計画しておりま

す。

 

  (4)　事業等のリスク

　平成19年６月22日に提出しました有価証券報告書における記載以降、新たに顕在化した速やかに開示すべきリス

クはありませんので、記載を省略しております。
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２．企業集団の状況
 

(1）当社の企業集団は、当社と関係会社（子会社11社及び関連会社１社）で構成され、国内外の顧客に対して運送・保

管・フォワーディング等のサービスを一貫して提供する総合物流サービス事業及び包装資材等の商品販売事業を行っ

ています。

　また、当社グループは、当社の親会社であるアルプス電気株式会社を中心としたアルプスグループに属しており、

同グループの電子部品、音響製品の販売・製造に伴って生じる国内外の物流業務も受託しています。

　当社グループの事業に関わる位置付け及び事業の種類別セグメントの関連は、次のとおりです。

　

［国内物流事業］……当社及び国内子会社１社は、国内顧客に対する貨物の運送・保管及び流通加工等を含めた総

合物流サービスを行っています。

［国際物流事業］……当社は海外子会社10社と連携し、国内外の顧客に対する船積書類の作成、通関等の輸出入貨

物取扱業務、海外輸送及び海外現地物流業務を含む国際間の総合物流サービスを行っていま

す。

［商品販売事業］……当社及び海外子会社２社は、包装資材及び成形材料の仕入及び販売事業を行っています。

(2）事業の系統図は次のとおりです。

 

（海外子会社） 
アルプス物流香港有限公司 
ｱﾙﾌﾟｽ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ(Ｓ)PTE.LTD. 
ｱﾙﾌﾟｽ･ﾅｲｶﾞｲ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ(ﾏﾚｰｼｱ)SDN.BHD. 
天津泰達アルプス物流有限公司 
アルプス物流（上海）有限公司 
広東アルプス物流有限公司 
ｱﾙﾌﾟｽ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ(ＵＳＡ)INC. 
大連泰達アルプス物流有限公司 
上海アルプス物流国際貨運代理有限公司 
ｱﾙﾌﾟｽ･ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ･ﾒｷｼｺ S.A. DE C.V. 

㈱ 

ア 

ル 

プ 

ス 

物 

流 

（親 会 社） 
アルプス電気㈱ 

（親会社の関係会社） 
アルパイン㈱ 
そ  の  他 

 
 

その他の顧客 

顧  客 

国際物流事業 

商品販売事業 

国内物流事業 
国際物流事業 
商品販売事業 

国際物流事業 
商品販売事業 

（国内子会社） 
㈱流通サービス 

（消費物流） 
顧 客 

国内物流事業 

 

　（注）　上海東軟時代物流軟件有限公司は、中国内での物流関連ソフトの開発、販売、コンサルティング事業を目的と

した当社の関連会社であります。
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関係会社の状況

名称 住所
資本金

又は出資金
主要な

事業の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容 摘要
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）

アルプス電気株式会社 東京都大田区
百万円

23,623

電子機器及び部

品の製造・販売
 

48.9

(2.2)

製品・部品の運送・保管・輸出

入関連業務等の受託及び倉庫等

の賃借

役員の兼任　３名

＊２

（連結子会社）

株式会社流通サービス 埼玉県草加市
百万円

240
国内物流事業 70.6  

国内消費物流事業を行っており

ます。

役員の兼任　１名

＊１

＊４

アルプス物流香港

有限公司
香港　九龍

千HK$

7,000
国際物流事業 100.0  

当社と連携し、香港にて国際間

の総合物流サービスを行ってお

ります。

役員の兼任　３名

 

アルプス・ロジスティ

クス(S)PTE.LTD.
シンガポール

千S$

1,000
国際物流事業 100.0  

当社と連携し、シンガポールに

て国際間の総合物流サービスを

行っております。

役員の兼任　１名

 

アルプス・ナイガイ・

ロジスティクス(マレー

シア)SDN.BHD.

マレーシア

ネグリセンビラン

千M$

2,200
国際物流事業 50.0  

当社と連携し、マレーシアにて

国際間の総合物流サービスを

行っております。

役員の兼任　なし

＊３

天津泰達アルプス物流

有限公司
中国　天津市

千RMB

49,715
国際物流事業 48.0  

当社と連携し、中国天津、上海、

大連、無錫にて国際間の総合物

流サービスを行っております。

役員の兼任　３名

＊１

＊３

アルプス物流(上海)

有限公司
中国　上海市

千RMB

66,222

国際物流事業

商品販売事業

100.0

(25.0)
 

当社と連携し、中国上海にて国

際間の総合物流サービス及び商

品販売事業を行っております。

役員の兼任　３名

＊１

広東アルプス物流

有限公司

中国

広東省東莞市

千RMB

9,934
国際物流事業

49.0

(49.0)
 

当社と連携し、中国広東にて国

際間の総合物流サービスを行っ

ております。

役員の兼任　３名

＊３

アルプス・ロジスティ

クス(USA)INC.

アメリカ

カリフォルニア州

千US$

1,000
国際物流事業 80.0  

当社と連携し、米国にて国際間

の総合物流サービスを行ってお

ります。

役員の兼任　２名

 

大連泰達アルプス物流

有限公司

中国

遼寧省大連市

千RMB

19,864

国際物流事業

商品販売事業
50.0  

当社と連携し、中国大連にて国

際間の総合物流サービス及び商

品販売事業を行っております。

また、当社は借入金に保証予約

をしております。

役員の兼任　２名

＊１

＊３
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名称 住所
資本金

又は出資金
主要な

事業の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容 摘要
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

上海アルプス物流国際

貨運代理有限公司
中国　上海市

千RMB

8,081
国際物流事業

100.0

(100.0)
 

当社中国内の関係会社と連携し、

中国華東地区における営業統

括・拡販活動を行っております。

役員の兼任　３名

 

アルプス・ロジスティ

クス・メキシコS.A. 

DE C.V.

メキシコ

レイノサ市

千MXN

5,366
国際物流事業

100.0

(100.0)
 

当社米国の関係会社と連携し、

メキシコにて国際間の総合物流

サービスを行っております。ま

た、当社は倉庫賃貸借契約に関

して保証予約をしております。

役員の兼任　１名

 

(持分法適用関連会社)

上海東軟時代物流軟件

有限公司
中国　上海市

千RMB

2,483

物流ソフトの開

発・販売
50.0  

当社と連携し、中国における物

流ソフトの開発・販売・コンサ

ルティングを行っております。

役員の兼任　２名

 

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．「議決権の所有又は被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

３．＊１：特定子会社であります。

４．＊２：有価証券報告書の提出会社であります。

５．＊３：持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

６．＊４：株式会社流通サービスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を越えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 20,407百万円 

 (2）経常利益 938 〃  

 (3）当期純利益 513 〃  

 (4）純資産額 4,397 〃  

 (5）総資産額 11,901 〃  
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３．経営方針
(1)会社の経営の基本方針

 　当社グループは、取扱貨物として電子部品を主体とする当社及び海外子会社と、消費物流を主体とする株式会社流通

サービスによって構成されており、それぞれ専門分野に経営資源を集中して総合物流事業を展開しております。

  当社及び海外子会社では、「ものづくりを支える最適物流を追求し、豊かな社会の実現に貢献します」との企業理念

を掲げ、事業領域を「電子部品を主体とした総合物流サービスを提供します」と定めています。また、株式会社流通

サービスでは、「地域社会の中で、消費者の暮らしに貢献できる消費物流に特化した総合物流企業を目指す」との企業

理念を定めています。そして企業理念のもとグループ各社では中期経営計画を策定し、その実現に取組んでいます。

  顧客の物流合理化ニーズが高まり、さらには物流に求められる機能が多様化する中、国内・海外でのグローバルな拠

点・ネットワークの拡充、運用技術やシステム力向上に取り組み、高品質な物流サービスの提供に努めてまいります。

これらの活動によって総合物流企業として業容の拡大とグループ企業価値の最大化を図ってまいります。

 

(2)中長期的な経営戦略と目標とする経営指標

 ＜電子部品物流＞

　主要顧客である電子部品業界におきましては、在庫削減、製販のリードタイム短縮、トータル物流コストの低減な

ど、物流の合理化ニーズが高まっております。

　電子部品の技術革新・生産革新及びグローバル化がさらに進展し、また、企業の社会的責任として、品質・環境・

内部統制などへの取組みが強まる中、物流サービスに対する顧客ニーズもますます多様化してきております。

　物流業界においては、大手各社が提携やＭ＆Ａの活用も含め、総合物流機能の強化、グローバル・ネットワークの

拡大を進めることによって規模拡大を図るなど、競争環境は激化しております。

　このような事業環境のもと、当社及び海外子会社では、「電子部品を主体としたグローバルな総合物流事業を展開

し、たゆまざる成長を図る」ことを中期の基本方針とし、中期的な重点戦略として次の４項目に取組んでまいりま

す。

　①「事業インフラの整備」　  ネットワークの拡充

　②「戦略的な事業拡大」    　売上の拡大

　③「事業体質の強化」      　利益の創出

　④「ＣＳＲへの取組み」    　環境・社会的責任の遂行

　ネットワークの拡充などインフラ整備を進め、取扱物量・売上の拡大を図るとともに、更なる事業体質・利益体質

の強化を進め、各ステークホルダーへの貢献を果たしていくことを中期の経営目標としております。

 

 ＜消費物流＞

　消費物流を担う株式会社流通サービスにおきましては、「ブランド力のある消費・生協物流に特化した総合物流企

業を目指す」ことを事業方針としています。物流ネットワークの整備拡充やシステム化などの体質強化、高品質な物

流サービスの提供によって、生協関連の更なる拡販と一般消費物流向け３ＰＬ事業の新規開拓を進め、業容の拡大を

図ってまいります。

 

 ＜中長期的に目標とする経営指標＞

　現在、当社グループでは中長期的な成長に向けた売上の拡大、それに伴う利益の確保を最重要の経営目標としてお

ります。

　具体的には、３ヶ年の中期経営計画の中で、平成23年３月期に「連結売上高　735億円」、「連結営業利益　65億

円」を目標として設定しており、その進捗管理、達成に向けた課題の設定・解決に取り組んでおります。

 

(3)会社の対処すべき課題

 ＜電子部品物流＞

　今後の当社グループの成長に向けては、取扱貨物量の拡大が必須であり、そのためには、ネットワーク拡充を中心

とした物流インフラの整備が第一の課題となります。

　国内におきましては、運送サービスの充実に向けて、08年度は５ヶ所の運送デポを新設する計画です。また運送シ

ステムを再構築（09年４月運用開始予定）し、運送事業のＩＴ化を更に推進してまいります。

　中国におきましては、保管ビジネスのニーズ拡大に対応するため、天津、寧波（浙江省）、松江（上海市）の３拠

点にて08年度中に倉庫の新設・増床を行う計画です。また、トラック長距離輸送サービス「アルプス特快便」（上

海―広東 1,800km、天津―上海 1,300km／各24時間運行）につきましては、中国内での長距離輸送ニーズが増加する

中、順調に売上を伸ばしており、今後の増便や新路線の開設に取組んでおります。中国内完結型ビジネスが増える中、

運送ネットワーク、保管スペースの拡充を進め、売上の拡大を図ってまいります。

　欧州では、昨年７月にドイツ・フランクフルトに駐在員事務所を開設しました。欧州向け貨物のサービス体制を向
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上させ、日本、中国、アセアン各拠点での欧州向け輸出業務の受託を進めております。今後、更なる体制強化を図り、

欧州関連ビジネスの拡大に取組んでまいります。

　北米では、昨年10月にアルプス・ロジスティクス（ＵＳＡ）ＩＮＣ．のマッカレン支店を立上げ、本年４月より新

倉庫にて本格的に事業を開始いたしました。米国とメキシコの輸出入の中継機能として、アジア・欧州から米国・メ

キシコまでのワンチャンネルサービス体制の強化を図り、北米におけるアルプスグループの物流合理化、同地域での

一般外販拡大に取組んでまいります。

　また、アセアンにおけるタイ関連のビジネスは、これまで現地に代理店を置く形態で展開してきましたが、更なる

マーケット拡大が見込まれることから、自社拠点を設置することとし、08年度中の進出に向けて準備を進めておりま

す。

　営業面におきましては、顧客の物流ニーズに適した、そしてグローバルでの提案活動を進め、既存顧客への深耕 

拡販・新規顧客の開拓を図ってまいります。

  また、物流会社との協業推進による取扱物量の拡大や、資材調達代行ビジネスの推進、記録メディア物流の拡大、

設備搬送ビジネスの外販展開など電子部品に関連した取扱領域の拡大にも取組んでまいります。

  そして、ＷＥＢ系システムの拡大などのＩＴ化、顧客の「物流個性」運用の徹底・拡大を推進し、一段と強い事業

体質を構築してまいります。

  以上の重点戦略を着実に実行し、中期的な成長を目指してまいります。

 

　＜消費物流＞

　消費物流分野では、消費者のライフスタイルの変化、主要顧客である生協の物流改革が進む中、顧客ニーズに対応

したサービスを提供し、生協向けの個配・流通加工の受託量拡大を図ってまいります。生協以外の一般顧客向けには、

輸配送ネットワークの強化を進め、保管・流通加工と合わせた拡販活動に取り組んでまいります。

  昨年開設した兵庫県西宮市の「西宮北物流センター」につきましては、拡販による稼働率の向上を図るとともに、

関西と他地域を結ぶ長距離輸送ネットワーク強化の拠点としても活用してまいります。

  また、輸配送・倉庫管理システムの向上、総合マネジメントシステムの構築などシステム力の強化を図り、業務品

質の向上・利益体質の強化にも取り組んでまいります。

 

　＜環境保全への取組み＞

　  　 当社は総合物流企業として、積極的にグリーンロジスティクスに取組んでまいります。顧客へのＣＯ２排出量デー

タの提供、リターナブルな通い箱の利用、モーダルシフトへの展開など環境保全に向けたサービス・メニューを提供

しております。また、当社自体の取組みとして、ＣＯ２、電力使用量、廃棄物排出量を管理項目として、毎事業年度

ごとに削減目標を設定し、削減活動・環境負荷の軽減に取組んでおります。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   8,135   8,767  631

２　受取手形及び営業未収金 ※３  9,257   9,638  381

３　たな卸資産   631   562  △69

４　繰延税金資産   464   537  72

５　その他   1,149   1,181  31

貸倒引当金   △1   △7  △6

流動資産合計   19,637 40.7  20,679 41.5 1,041

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1) 建物及び構築物 ※２ 18,770   19,812    

減価償却累計額  8,256 10,514  8,973 10,838  324

(2) 機械装置及び運搬具  5,129   5,597    

減価償却累計額  3,808 1,321  4,375 1,222  △99

(3) 工具器具備品  2,003   2,108    

減価償却累計額  1,392 611  1,531 577  △34

(4) 土地 ※２  12,530   12,530  －

(5) 建設仮勘定   67   10  △56

有形固定資産合計   25,044 51.9  25,179 50.6 134

２　無形固定資産   956 2.0  1,235 2.5 279

３　投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   639   393  △245

(2) 繰延税金資産   499   674  174

(3) その他 ※１  1,530   1,651  121

貸倒引当金   △39   △9  30

投資その他の資産合計   2,628 5.4  2,710 5.4 81

固定資産合計   28,629 59.3  29,124 58.5 495

資産合計   48,267 100.0  49,804 100.0 1,537
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　営業未払金   4,632   4,829  196

２　短期借入金 ※２  5,212   3,490  △1,722

３　未払法人税等   1,315   1,202  △113

４　繰延税金負債   －   12  12

５　賞与引当金   937   1,034  96

６　未払費用   1,537   1,569  31

７　設備支払手形 ※３  327   104  △223

８　その他   953   866  △86

流動負債合計   14,917 30.9  13,108 26.3 △1,809

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金 ※２  4,069   4,689  619

２　繰延税金負債   1   1  △0

３　退職給付引当金   993   1,086  92

４　役員退職慰労引当金   284   291  6

５　負ののれん   1   －  △1

６　その他   47   41  △6

固定負債合計   5,397 11.2  6,109 12.3 711

負債合計   20,315 42.1  19,218 38.6 △1,097

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   2,349 4.8  2,349 4.7 －

２　資本剰余金   2,029 4.2  2,029 4.1 －

３　利益剰余金   20,442 42.4  22,980 46.1 2,538

４　自己株式   △50 △0.1  △50 △0.1 －

株主資本合計   24,770 51.3  27,308 54.8 2,538

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価差額
金

  209 0.4  12 0.0 △196

２　為替換算調整勘定   341 0.7  327 0.7 △14

評価・換算差額等合計   550 1.1  340 0.7 △210

Ⅲ　少数株主持分   2,630 5.5  2,937 5.9 307

純資産合計   27,951 57.9  30,586 61.4 2,635

負債純資産合計   48,267 100.0  49,804 100.0 1,537
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高   60,412 100.0  63,437 100.0 3,025

Ⅱ　売上原価   51,456 85.2  54,414 85.8 2,957

売上総利益   8,955 14.8  9,022 14.2 67

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  3,533 5.8  3,505 5.5 △27

営業利益   5,421 9.0  5,516 8.7 95

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  67   92    

２　受取配当金  5   7    

３　保険返戻金  105   136    

４　負ののれん償却額  1   1    

５　その他  114 293 0.5 143 381 0.6 88

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  128   149    

２　為替差損  4   84    

３　その他  18 151 0.3 25 259 0.4 108

経常利益   5,563 9.2  5,639 8.9 75

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※２ 6   2    

２　貸倒引当金戻入額  1   2    

３　子会社出資金売却益  7 15 0.1 － 5 0.0 △10

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産売却除却損 ※３ 15   28    

２　退職給付費用  27 42 0.1 － 28 0.0 △13

税金等調整前当期
純利益   5,536 9.2  5,615 8.9 79

法人税、住民税及び
事業税  2,228   2,237    

法人税等調整額  △57 2,170 3.6 △101 2,135 3.4 △35

少数株主利益   458 0.8  499 0.8 41

当期純利益   2,907 4.8  2,980 4.7 73
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換

算差額等

合計

平成18年３月31日残高
（百万円）

2,349 2,029 18,013 △50 22,341 158 200 358 2,262 24,963

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当　（注）   △221  △221     △221

剰余金の配当   △221  △221     △221

役員賞与　　　（注）   △30  △30     △30

従業員奨励福利基金   △5  △5     △5

当期純利益   2,907  2,907     2,907

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

     51 140 191 367 559

連結会計年度中の変動額合
計（百万円）

－ － 2,428 － 2,428 51 140 191 367 2,988

平成19年３月31日残高
（百万円）

2,349 2,029 20,442 △50 24,770 209 341 550 2,630 27,951

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

為替換算

調整勘定

評価・換

算差額等

合計

平成19年３月31日残高
（百万円）

2,349 2,029 20,442 △50 24,770 209 341 550 2,630 27,951

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当   △442  △442     △442

当期純利益   2,980  2,980     2,980

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

     △196 △14 △210 307 96

連結会計年度中の変動額合
計（百万円）

－ － 2,538 － 2,538 △196 △14 △210 307 2,635

平成20年３月31日残高
（百万円）

2,349 2,029 22,980 △50 27,308 12 327 340 2,937 30,586
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

　　税金等調整前当期純利益  5,536 5,615 79

　　減価償却費  1,490 1,767 276

　　負ののれん償却額  △1 △1 0

　　貸倒引当金の増加額（△減少額）  1 △24 △25

　　賞与引当金の増加額  54 96 42

　　退職給付引当金の増加額  104 100 △3

　　役員退職慰労引当金の増加額  41 6 △34

　　受取利息及び配当金  △72 △100 △27

　　支払利息  128 149 20

　　固定資産売却除却損  15 28 13

　　子会社出資金売却益  △7 － 7

　　売上債権の増加額  △724 △351 373

　　たな卸資産の減少額（△増加額）  △149 80 229

　　仕入債務の増加額  256 170 △86

　　その他の流動負債の減少額  △216 △138 77

　　その他  80 30 49

小計  6,537 7,430 893

　　利息及び配当金の受取額  72 98 26

　　利息の支払額  △125 △153 △27

　　法人税等の支払額  △1,728 △2,332 △603

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,755 5,043 287

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

　　３ヶ月超定期預金の純増加  △5 △155 △150

　　特定金銭信託の償還による収入  42 － △42

　　投資有価証券の取得による支出  △3 △85 △82

　　有形固定資産の取得による支出  △7,314 △1,975 5,338

　　有形固定資産の売却による収入  15 7 △7

　　無形固定資産の取得による支出  △60 △379 △319

　　子会社出資金の売却による収入  29 － △29

　　その他投資活動による収入  338 127 △210

　　その他投資活動による支出  △245 △302 △56

投資活動によるキャッシュ・フロー  △7,203 △2,763 4,439

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

　　短期借入金の純増減  2,658 △1,523 △4,181

　　長期借入れによる収入  900 1,400 500

　　長期借入金返済による支出  △1,423 △984 439

　　配当金の支払額  △442 △442 －

　　少数株主への配当金の支払額  △167 △236 △68

　　その他財務活動による支出  △11 △1 9

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,513 △1,787 △3,301

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  93 △15 △109

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △839 477 1,316

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  8,766 7,926 △839

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 7,926 8,403 477
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

 

 

 

　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、

株式会社流通サービス

アルプス物流香港有限公司

アルプス・ロジスティクス（S）

PTE.LTD．

アルプス・ナイガイ・ロジスティクス

（マレーシア）SDN.BHD.

天津泰達アルプス物流有限公司

アルプス物流（上海）有限公司

広東アルプス物流有限公司

アルプス・ロジスティクス（USA）INC.

大連泰達アルプス物流有限公司

上海アルプス物流国際貨運代理有限公司

アルプス・ロジスティクス・メキシコ 

S.A. DE C.V.

の11社であります。

　また、前連結会計年度において連結の範

囲に含めておりました株式会社流通運輸に

つきましては、その親会社である株式会社

流通サービスとの合併により消滅したこと

に伴い、当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外しております。

　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、

株式会社流通サービス

アルプス物流香港有限公司

アルプス・ロジスティクス（S）

PTE.LTD．

アルプス・ナイガイ・ロジスティクス

（マレーシア）SDN.BHD.

天津泰達アルプス物流有限公司

アルプス物流（上海）有限公司

広東アルプス物流有限公司

アルプス・ロジスティクス（USA）INC.

大連泰達アルプス物流有限公司

上海アルプス物流国際貨運代理有限公司

アルプス・ロジスティクス・メキシコ 

S.A. DE C.V.

の11社であります。

２　持分法の適用に関する事

項

 

 

　当該持分法適用関連会社は、

上海東軟時代物流軟件有限公司

の１社であります。

　同社は、決算日が連結決算日と異なるた

め、同社の事業年度に係る決算財務諸表を

使用しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

 

 

 

　連結子会社のうち、株式会社流通サービ

スは連結決算日に一致しております。

　連結子会社のうち、決算日が12月31日の

会社は以下の10社であります。

アルプス物流香港有限公司

アルプス・ロジスティクス（S）

PTE.LTD．

アルプス・ナイガイ・ロジスティクス

（マレーシア）SDN.BHD.

天津泰達アルプス物流有限公司

アルプス物流（上海）有限公司

広東アルプス物流有限公司

アルプス・ロジスティクス（USA）INC.

大連泰達アルプス物流有限公司

上海アルプス物流国際貨運代理有限公司

アルプス・ロジスティクス・メキシコ 

S.A. DE C.V.

　連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

 

 

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…当連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

…移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

 

 

②　デリバティブ

…時価法を採用しております。

②　デリバティブ

同左

 

 

 

③　たな卸資産

仕入商品及び貯蔵品

…主として移動平均法による原価法

を採用しております。

③　たな卸資産

仕入商品及び貯蔵品

同左

(株)アルプス物流(9055) 平成 20 年３月期決算短信

－ 17 －



項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

①　有形固定資産

　当社と国内連結子会社は定率法を、在

外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

　ただし、当社と国内連結子会社は、平

成10年４月１日以降取得した建物（建物

付属設備を除く）については、定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　２～17年

工具器具備品　　　　　　２～20年

①　有形固定資産

　当社と国内連結子会社は定率法を、在

外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

　ただし、当社と国内連結子会社は、平

成10年４月１日以降取得した建物（建物

付属設備を除く）については、定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　２～17年

工具器具備品　　　　　　２～20年

 （会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ78百万円減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ30百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

 

 

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法によってお

ります。

(3)重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

…売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

①　貸倒引当金

同左

 

 

②　賞与引当金

…従業員の賞与金の支払に備えて支

給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。

②　賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ③　退職給付引当金

…当社及び国内連結子会社である株

式会社流通サービスは従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（13年）による按分額

を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間（4～13年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理すること

としております。

（追加情報）

　従来簡便法により算定されてい

た株式会社流通運輸の退職給付引

当金は、平成19年１月１日の合併

による退職給付制度の統合に伴い

原則法により再算定しておりま

す。

　この結果、簡便法と原則法の差

額27百万円を特別損失の退職給付

費用として計上しております。

③　退職給付引当金

…当社及び国内連結子会社である株

式会社流通サービスは従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（４～13年）による按

分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間（4～13年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理すること

としております。

 

 

④　役員退職慰労引当金

…当社及び国内連結子会社は、役員

の退職慰労金の支払に備えるため、

役員退職慰労金内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上して

おります。

④　役員退職慰労引当金

　　　　　同左

 

 

⑤　施設利用解約引当金

　当社は、保養施設利用契約の中途解約

により発生する損失に備えるため、損失

見積額を引当計上しておりましたが、当

連結会計年度に保養施設利用契約を中途

解約したため、当連結会計年度に当該引

当金を全額取り崩しております。

───────

 

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用しており

ます。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段　金利スワップ

・ヘッジ対象　借入金

③　ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善

のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

③　ヘッジ方針

同左

 

 

④　ヘッジの有効性評価の方法

　特例処理を採用している金利スワップ

のみのため、有効性の評価を省略してお

ります。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

(6）その他重要な事項

 

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんに

関する事項

　のれん及び負ののれんは、５年間で均等

償却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期投資を計上しております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は25,321百

万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

───────

　

２　役員賞与に関する会計基準

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用して

おります。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ41百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は（セグメント情

報）に記載しております。

───────

 

　

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において、固定負債に「連結調整勘定」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん」と表示しております。

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。

───────

 

 

 

───────

　

 

 

───────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　関連会社に関するものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に関するものは次のとおりであります。

投資その他の資産　その他

（出資金）
18百万円

投資その他の資産　その他

（出資金）
  18百万円

※２　担保提供資産及び担保債務 ※２　担保提供資産及び担保債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。 　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,952百万円

土地 2,997　〃

計 5,950　〃

建物及び構築物      2,790百万円

土地 2,997　〃

計 5,787　〃

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 478百万円

長期借入金 2,836　〃

短期借入金    473百万円

長期借入金     2,662　〃

※３　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれ

ております。　

受取手形 36百万円 

設備支払手形 91百万円 

※３　　　　　　　───────

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のと

おりであります。

賃金給与及び諸手当 1,061百万円

退職給付費用 54　〃

役員退職慰労引当金繰入額 43　〃

賞与引当金繰入額 171　〃

賃金給与及び諸手当      1,817百万円

退職給付費用 　57　〃

役員退職慰労引当金繰入額 　52　〃

賞与引当金繰入額  　190　〃

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 6百万円

その他 0　〃

計 6　〃

機械装置及び運搬具  2百万円

その他  0　〃

計  2　〃

※３　固定資産売却除却損の内訳 ※３　固定資産売却除却損の内訳

 除却
（百万円）

売却
（百万円）

計
（百万円）

建物及び構築物 2 － 2

その他 11 1 12

計 14 1 15

 除却
（百万円）

売却
（百万円）

計
（百万円）

建物及び構築物 6 6 12

その他 7 8 16

計 13 15 28
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,737 － － 17,737

合計 17,737 － － 17,737

自己株式     

普通株式 41 － － 41

合計 41 － － 41

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日
定時株主総会

普通株式 221 12.5 平成18年３月31日 平成18年６月27日

平成18年11月７日
取締役会

普通株式 221 12.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日
定時株主総会

普通株式 221 利益剰余金 12.5 平成19年３月31日 平成19年６月25日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,737 － － 17,737

合計 17,737 － － 17,737

自己株式     

普通株式 41 － － 41

合計 41 － － 41

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日
定時株主総会

普通株式 221 12.5 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年11月７日
取締役会

普通株式 221 12.5 平成19年９月30日 平成19年12月７日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 309 利益剰余金 17.5 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目金額との関係

現金及び預金勘定 8,135百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△208　〃

現金及び現金同等物 7,926　〃

現金及び預金勘定      8,767百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
　　 △363　〃

現金及び現金同等物      8,403　〃

 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

568 315 253

工具器具備品 56 37 19

合計 624 352 272

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

473 292 180

工具器具備品 66 45 21

合計 540 338 202

（注）　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　同左

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 117百万円

１年超 155　〃

合計 272　〃

１年以内    106百万円

１年超  　95　〃

合計  　202　〃

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

（注）　　　　　　　　同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 145百万円

減価償却費相当額 145　〃

支払リース料    121百万円

減価償却費相当額   121　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

 前連結会計年度（平成19年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
   

株式 275 629 353

小計 275 629 353

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
   

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 275 629 353

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式 9百万円

当連結会計年度

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

 当連結会計年度（平成20年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
   

株式 92 160 67

小計 92 160 67

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
   

株式 268 223 △45

小計 268 223 △45

合計 361 383 22

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式  9百万円

投資信託 31百万円

３　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

投資信託 

１年以内  31百万円
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(a）取引の状況に関する事項

イ．取引の内容及び利用目的

　借入金について金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップを行っております。

ロ．取引に対する取組方針

　借入金等について、特に重要な金利変動リスクを回避する目的で利用するものであり、投機目的のデ

リバティブ取引は行わない方針であります。

ハ．取引に係るリスクの内容

　金利スワップについては、市場の金利変動によるリスクを有しております。契約先には信用度の高い

金融機関を選定するため、相手先の債務不履行にかかる信用リスクはほとんどないものと判断しており

ます。

ニ．取引に係るリスク管理体制

　取引等は経理部門で管理しており、取引の締結は決裁規程にしたがった社内決裁手続を経て行われて

おります。

(b）取引の時価等に関する事項

　連結子会社が金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(a）取引の状況に関する事項

イ．取引の内容及び利用目的

　借入金について金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップを行っております。

ロ．取引に対する取組方針

　借入金等について、特に重要な金利変動リスクを回避する目的で利用するものであり、投機目的のデ

リバティブ取引は行わない方針であります。

ハ．取引に係るリスクの内容

　金利スワップについては、市場の金利変動によるリスクを有しております。契約先には信用度の高い

金融機関を選定するため、相手先の債務不履行にかかる信用リスクはほとんどないものと判断しており

ます。

ニ．取引に係るリスク管理体制

　取引等は経理部門で管理しており、取引の締結は決裁規程にしたがった社内決裁手続を経て行われて

おります。

(b）取引の時価等に関する事項

　期末残高がないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。

　提出会社である株式会社アルプス物流は、昭和53年12

月より従来の退職金制度の一部（60％相当額）を適格退

職年金制度へ移行しました。その後、順次移行割合を増

加し、平成６年３月よりその割合を80％相当額と致しま

した。

　また、平成13年度に退職金制度全般の見直しを行い、

平成14年４月１日よりポイント制退職金制度へ改めると

同時に移行割合も90％相当額と致しました。

　なお、国内連結子会社は退職一時金制度のみ設けてお

ります。

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。

　提出会社である株式会社アルプス物流は、昭和53年12

月より従来の退職金制度の一部（60％相当額）を適格退

職年金制度へ移行しました。その後、順次移行割合を増

加し、平成６年３月よりその割合を80％相当額と致しま

した。

　また、平成13年度に退職金制度全般の見直しを行い、

平成14年４月１日よりポイント制退職金制度へ改めると

同時に移行割合も90％相当額と致しました。

　なお、国内連結子会社は退職一時金制度のみ設けてお

ります。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） ２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日）

イ　退職給付債務 △2,092百万円

ロ　年金資産 1,084　〃

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,007　〃

ニ　未認識数理計算上の差異 63　〃

ホ　未認識過去勤務債務 △49　〃

へ　連結貸借対照表計上額純額

（ハ＋ニ＋ホ）
△993　〃

ト　前払年金費用 －　〃

チ　退職給付引当金（へ－ト） △993　〃

イ　退職給付債務 △2,291百万円

ロ　年金資産      967　〃

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △1,323　〃

ニ　未認識数理計算上の差異 284　〃

ホ　未認識過去勤務債務   △47　〃

へ　連結貸借対照表計上額純額

（ハ＋ニ＋ホ）
 △1,086　〃

ト　前払年金費用  －　〃

チ　退職給付引当金（へ－ト）  △1,086　〃

３　退職給付費用に関する事項

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

３　退職給付費用に関する事項

（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

イ　勤務費用（注）１ 245百万円

ロ　利息費用 33　〃

ハ　期待運用収益 △18　〃

ニ　過去勤務債務の費用処理額 △6　〃

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 24　〃

ヘ　その他 6　〃

ト　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ）
284　〃

チ　原則法への変更に伴う費用処理額

（注）２
27　〃

計 311　〃

イ　勤務費用    257百万円

ロ　利息費用 　36　〃

ハ　期待運用収益 　△21　〃

ニ　過去勤務債務の費用処理額 　 △7　〃

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 　16　〃

ヘ　その他  11　〃

ト　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ）
　 293　〃

計 　 293　〃
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（注）１　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ　勤務費用」に計上しておりま

す。

（注）２　株式会社流通運輸の退職給付債務は従来簡便

法により算定されておりましたが、合併に伴

い当連結会計年度にて原則法により再算定し

ております。なお、再算定により発生した移

行時差異27百万円は、当連結会計年度にて一

括費用処理しております。　

 

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.0％～2.0％

ハ　期待運用収益率 2.0％

ニ　過去勤務債務の処理年数 13年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額を費用処理しております。）

 

ホ　数理計算上の差異の処理年数  

 13年（ただし、国内連結子会社は４年）

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額を費用処理する方法。ただし、

翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。）

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 1.0％～2.0％

ハ　期待運用収益率 2.0％

ニ　過去勤務債務の処理年数 　

　13年（ただし、国内連結子会社は４年）

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額を費用処理しております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数  

　13年（ただし、国内連結子会社は４年）

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額を費用処理する方法。ただし、

翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 378百万円

未払事業税否認額 105　〃

退職給付引当金損金算入限度超過額 401　〃

役員退職慰労金引当額 114　〃

ゴルフ会員権評価損計上額 33　〃

賞与社会保険料 47　〃

その他 82　〃

繰延税金資産合計 1,164　〃

（繰延税金負債）  

子会社の留保利益金 △57百万円

有価証券評価差額金 △142　〃

その他 △1　〃

繰延税金負債合計 △201　〃

繰延税金資産の純額 962　〃

（繰延税金資産）  

賞与引当金    415百万円

未払事業税等 96　〃

未払賞与社会保険料 55　〃

退職給付引当金 438　〃

役員退職慰労引当金 117　〃

借地権償却 31　〃

その他 99　〃

繰延税金資産合計   1,254　〃

（繰延税金負債）  

子会社の留保利益金 　 △33百万円

その他 △23　〃

繰延税金負債合計 　△56　〃

繰延税金資産の純額 1,197　〃

 　　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

流動資産－繰延税金資産 537百万円

固定資産－繰延税金資産 674  〃  

流動負債－繰延税金負債 △12  〃  

固定負債－繰延税金負債 △1  〃    

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

法定実効税率 40.4％

 （調整）　  

　交際費等永久に損金に算入されない

  項目

1.1％

　住民税均等割 1.0％

　外国税額控除 △1.8％

　在外連結子会社との税率差異 △4.6％

　在外連結子会社からの受取配当金 1.9％

　その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　 38.0％

(株)アルプス物流(9055) 平成 20 年３月期決算短信

－ 29 －



（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
国内物流
事業

（百万円）

国際物流
事業

（百万円）

商品販売
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 37,718 14,310 8,382 60,412 － 60,412

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 37,718 14,310 8,382 60,412 － 60,412

営業費用 34,601 12,273 8,115 54,990 － 54,990

営業利益 3,117 2,037 266 5,421 － 5,421

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

(1）資産 29,138 10,659 3,249 43,046 5,220 48,267

(2）減価償却費 1,035 375 22 1,433 56 1,490

(3）資本的支出 7,346 262 13 7,621 33 7,655

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
国内物流
事業

（百万円）

国際物流
事業

（百万円）

商品販売
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 39,770 14,404 9,263 63,437 － 63,437

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 39,770 14,404 9,263 63,437 － 63,437

営業費用 36,454 12,498 8,966 57,920 － 57,920

営業利益 3,315 1,905 296 5,516 － 5,516

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

(1）資産 29,592 11,250 3,525 44,368 5,436 49,804

(2）減価償却費 1,305 388 19 1,714 52 1,767

(3）資本的支出 1,868 184 9 2,062 127 2,189
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　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な内容

(1）国内物流事業……日本国内に於ける貨物の運送、保管及び流通加工等の事業

(2）国際物流事業……日本と海外地域との輸出入貨物取扱事業及び海外現地物流事業

(3）商品販売事業……包装資材及び成形材料の仕入及び販売事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度5,220百万円、当連結会計年度　

　5,436百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証

券）及び本社管理部門に係る資産等であります。

４　減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産及び長期前払費用とそれらの償却費が含まれております。

５　会計方針の変更

（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」２に記載のとおり、当連結会計年度より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度の営業費用は、国内物流事業が32百万円、国際物流事業が６

百万円、商品販売事業が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（2）①に記載のとおり、当連結会計年度より、当

社及び国内連結子会社の平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度

の営業費用は、国内物流事業が73百万円、国際物流事業が４百万円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。

６　追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2) ①に記載のとおり、当連結会計年度より、当

社及び国内連結子会社の平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度の営業費用は、国内物流事業が27百万円、

国際物流事業が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 50,264 9,630 516 60,412 － 60,412

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
45 50 3 100 (100) －

計 50,310 9,681 520 60,512 (100) 60,412

営業費用 46,248 8,361 504 55 (123) 54,990

営業利益 4,061 1,320 15 5,397 23 5,421

Ⅱ　資産 35,224 7,857 248 43,331 4,935 48,267

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア

（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 52,129 10,770 537 63,437 － 63,437

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
44 71 5 121 (121) －

計 52,173 10,842 543 63,558 (121) 63,437

営業費用 48,037 9,513 512 58,063 (142) 57,920

営業利益 4,135 1,329 30 5,495 21 5,516

Ⅱ　資産 35,653 8,750 271 44,675 5,128 49,804

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……………中国、シンガポール、マレーシア

その他の地域……アメリカ、メキシコ

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度4,935百万円、当連結会計年度　

　5,128百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証

券）及び本社管理部門に係る資産等であります。

４　会計方針の変更

（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」２に記載のとおり、当連結会計年度より「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度における日本での営業費用は41百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2) ①に記載のとおり、当連結会計年度より、当

社及び国内連結子会社の平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度

における日本での営業費用は78百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

５　追加情報

（当連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2) ①に記載のとおり、当連結会計年度より、当

社及び国内連結子会社の平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度における日本での営業費用は30百万円増

加し、営業利益が同額減少しております。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,834 757 9,591

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 60,412

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.6 1.3 15.9

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 9,690 874 10,565

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 63,437

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
15.3 1.4 16.7

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……………中国、シンガポール、マレーシア

その他の地域……アメリカ、メキシコ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（関連当事者との取引）

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
アルプス

電気㈱

東京都

大田区
23,623

電子機器及

び部品製

造・販売

 

被所有

直接46.7

間接 2.2

 

（注）３

兼任

４名

製品・

部品の

運送・

保管業

務等の

受託及

び倉庫

等の賃

借

運送・保管業

務等の受託及

び成形材料の

販売

7,440

受取手形

及び営業

未収金

1,644

輸出入運賃立

替等
1,184 未収金 157

土地の購入

 （注）４
5,606 土地 5,606

建物の購入

 （注）４
739 建物 716

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　上記、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

ただし、輸出入運賃立替等の取引金額には消費税等を含んで表示しております。

３　「議決権等の被所有割合」の間接は、親会社の他の子会社（アルパイン㈱）が所有しているものであります。

４　不動産鑑定士の鑑定価格を勘案し、決定しております。

(2）役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）２

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む）

㈱誠心

（注）３

東京都

大田区
44

不動産の

賃貸
なし

兼任

１名

保養施

設の利

用

保養施設の

利用

（注）1,4

2 － －

保養施設の利

用の中途解約

（注）５

90
－

 
－

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　利用費用については、当該リゾートクラブの設置地域における世間相場に基づき決定しております。

２　上記、取引金額には消費税等を含めておりません。

３　当社役員　片岡政隆が議決権の100.0％を直接所有しております。

４　平成18年9月に保養施設の利用を中途解約するまでの期間の年会費であります。

５　保養施設の利用の中途解約に伴い、投資その他の資産に含まれる保養所会員権90百万円に対し、原契約に基

づく年会費等相当額39百万円を精算し50百万円の返還を受けました。これにより施設利用解約引当金39百万

円は戻入れております。

 

(3）子会社等

　該当事項はありません。
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(4）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（会社等）

が議決権の

過半数を所

有している

会社等（当

該会社等の

子会社を含

む）

アルプス

ファイナ

ンスサー

ビス㈱

東京都

大田区
1,000

金融・リー

ス事業・保

険代理業

なし なし

ファク

タリン

グ取

引・

リース

契約及

び保険

代理契

約

営業未払金

のファクタ

リング

（注）３

3,259

営業

未払金
1,017

 流動負債

「その他」
18

資金借入

（注）４
4,500

短期

借入金
3,000

利息の支払

（注）４
7  未払費用 0

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

３　当社の営業債務に関して、当社、取引先、アルプスファイナンスサービス㈱の三者間で基本契約を締結し、

ファクタリング方式による決済を行っているものであります。

４　資金の借入については、借入利率は市場金利をもとに合理的に決定し、返済条件は期間１年としております。

なお、担保は提供しておりません。 

 

Ⅱ　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
アルプス

電気㈱

東京都

大田区
23,623

電子機器及

び部品製

造・販売

 

被所有

直接46.7

間接 2.2

 

（注）３

兼任

３名

製品・

部品の

運送・

保管業

務等の

受託及

び倉庫

等の賃

借

運送・保管業

務等の受託及

び成形材料の

販売

7,621

受取手形

及び営業

未収金

1,863

輸出入運賃立

替等
1,127 未収金 163

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　上記、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

ただし、輸出入運賃立替等の取引金額には消費税等を含んで表示しております。

３　「議決権等の被所有割合」の間接は、親会社の他の子会社（アルパイン㈱）が所有しているものであります。

 

(2）役員及び個人主要株主等

    該当事項はありません。

 

(3）子会社等

　該当事項はありません。
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(4）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（会社等）

が議決権の

過半数を所

有している

会社等（当

該会社等の

子会社を含

む）

アルプス

ファイナ

ンスサー

ビス㈱

東京都

大田区
1,000

金融・リー

ス事業・保

険代理業

なし なし

ファク

タリン

グ取

引・

リース

契約及

び保険

代理契

約

営業未払金

のファクタ

リング

（注）３

3,145

営業

未払金
975

 その他の

 流動負債
23

資金借入

（注）４
－

短期

借入金
1,500

利息の支払

（注）４
25  未払費用 －

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

３　当社の営業債務に関して、当社、取引先、アルプスファイナンスサービス㈱の三者間で基本契約を締結し、

ファクタリング方式による決済を行っているものであります。

４　資金の借入については、借入利率は市場金利をもとに合理的に決定し、返済条件は期間１年としております。

なお、担保は提供しておりません。 

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,430円94銭

１株当たり当期純利益金額 164円30銭

１株当たり純資産額  1,562円49銭

１株当たり当期純利益金額    168円45銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 2,907 2,980

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,907 2,980

普通株式の期中平均株式数（株） 17,695,622 17,695,622

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   3,658   3,892  234

２　受取手形 ※４  502   372  △130

３　営業未収金 ※２  4,564   4,784  219

４　仕入商品   127   165  38

５　貯蔵品   15   14  △1

６　前払費用   64   72  8

７　繰延税金資産   340   340  △0

８　未収金   310   296  △13

９　その他   7   8  1

      貸倒引当金   0   △1  △1

流動資産合計   9,591 30.3  9,945 31.5 354

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1) 建物 ※１ 12,410   12,452    

減価償却累計額  6,331 6,079  6,746 5,706  △372

(2) 構築物  641   639    

減価償却累計額  457 184  478 161  △22

(3) 機械装置  1,527   1,527    

減価償却累計額  1,252 274  1,302 224  △49

(4) 車両運搬具  451   519    

減価償却累計額  359 92  397 121  29

(5) 工具器具備品  1,357   1,415    

減価償却累計額  999 358  1,079 335  △22

(6) 土地 ※１  11,086   11,086  －

(7) 建設仮勘定   －   10  10

有形固定資産合計   18,074 57.0  17,647 55.9 △427

２　無形固定資産         

(1) 借地権   140   128  △11

(2) ソフトウェア   94   156  61

(3) 土地使用権   232   227  △4

(4) その他   29   29  △0

無形固定資産合計   497 1.6  542 1.7 45

３　投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   630   387  △242

(2) 関係会社株式   1,109   1,109  －

(3) 関係会社出資金   1,023   1,023  －

(4) 繰延税金資産   160   308  147

(5) 差入保証金   567   567  0

(6) その他   46   53  6

貸倒引当金   △6   △5  0

投資その他の資産合計   3,531 11.1  3,445 10.9 △86

固定資産合計   22,103 69.7  21,635 68.5 △468

資産合計   31,694 100.0  31,580 100.0 △113
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　営業未払金   3,368   3,384  16

２　短期借入金   4,050   2,550  △1,500

３　一年以内返済予定の
長期借入金

※１  111   121  10

４　未払金   281   355  73

５　未払費用   459   465  6

６　未払消費税等   104   120  15

７　未払法人税等   951   732  △219

８　預り金   89   63  △26

９　賞与引当金   569   593  24

10　その他   23   42  19

流動負債合計   10,008 31.6  8,428 26.7 △1,579

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金 ※１  1,327   1,205  △121

２　退職給付引当金   410   407  △3

３　役員退職慰労引当金   101   109  8

４　その他   9   9  －

固定負債合計   1,847 5.8  1,730 5.5 △116

負債合計   11,856 37.4  10,159 32.2 △1,696

         

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   2,349 7.4  2,349 7.4 －

２　資本剰余金         

　　資本準備金  2,029   2,029   －

資本剰余金合計   2,029 6.4  2,029 6.4 －

３　利益剰余金         

(1）利益準備金  307   307   －

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  12,550   14,350   1,800

繰越利益剰余金  2,445   2,423   △21

利益剰余金合計   15,302 48.3  17,081 54.2 1,778

４　自己株式   △50 △0.2  △50 △0.2 －

株主資本合計   19,631 61.9  21,409 67.8 1,778

Ⅱ　評価・換算差額等         

　　その他有価証券評価
差額金

  206 0.7  11 0.0 △195

評価・換算差額等合計   206 0.7  11 0.0 △195

純資産合計   19,838 62.6  21,421 67.8 1,583

負債純資産合計   31,694 100.0  31,580 100.0 △113
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高 ※１        

１　営業収益         

(1) 運送事業収入  11,629   11,662    

(2) 保管事業収入  9,990   10,027    

(3) 輸出入貨物取扱事業
収入

 4,088 25,708  3,527 25,217  △491

２　仕入商品売上高   6,352   6,589  236

合計   32,060 100.0  31,806 100.0 △254

Ⅱ　売上原価         

１　営業原価         

(1) 運送事業費  9,575   9,762    

(2) 保管事業費  7,834   7,567    

(3) 輸出入貨物取扱
事業費

 2,991 20,402  2,634 19,963  △438

２　仕入商品売上原価   5,795   6,043  248

合計   26,197 81.7  26,007 81.8 △190

売上総利益         

１　営業収益売上総利益   5,306   5,253  △52

２　仕入商品売上総利益   556   545  △11

合計   5,862 18.3  5,798 18.2 △64

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  2,629 8.2  2,471 7.7 △157

営業利益   3,233 10.1  3,326 10.5 92

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  3   8    

２　受取配当金 ※１ 328   373    

３　雑収入  80 412 1.3 70 452 1.4 40

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  49   70    

２　為替差損  －   43    

３　雑支出  3 52 0.2 7 121 0.4 68

経常利益   3,593 11.2  3,657 11.5 64

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※３ 0   0    

２　関係会社出資金売却益  22 22 0.1 － 0 0.0 △21

Ⅶ　特別損失         

  　固定資産売却除却損 ※４ 12 12 0.0 6 6 0.0 △6

税引前当期純利益   3,602 11.2  3,652 11.5 49

法人税、住民税及び
事業税

 1,467   1,446    

法人税等調整額  △51 1,416 4.4 △15 1,431 4.5 15

当期純利益   2,186 6.8  2,220 7.0 34
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  株　主　資　本

  

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

株主

資本

合計

資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

 その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

特別

償却

準備金

別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成18年３月31日

残高（百万円）
2,349 2,029 2,029 307 0 11,050 2,222 13,580 △50 17,908

事業年度中の変動

額      

特別償却準備金の

取崩（注）
 △0  0 － －

特別償却準備金の

取崩
  △0 0 － －

別途積立金の積立

（注）
  1,500 △1,500 － －

剰余金の配当

（注）   
 △221 △221

 
△221

剰余金の配当
  

 △221 △221
 

△221

役員賞与（注）
  

 △21 △21
 

△21

当期純利益 
  

 2,186 2,186
 

2,186

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額)      

事業年度中の変動

額合計（百万円）
－ － － － △0 1,500 223 1,723 － 1,723

平成19年３月31日

残高（百万円）
2,349 2,029 2,029 307 － 12,550 2,445 15,302 △50 19,631

  評価・換算差額等

純資産合計  その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 154 154 18,063

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩（注）  －

特別償却準備金の取崩  －

別途積立金の積立（注）  －

剰余金の配当（注）   △221

剰余金の配当   △221

役員賞与（注）   △21

当期純利益   2,186

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) 51 51 51

事業年度中の変動額合計（百万円） 51 51 1,774

平成19年３月31日残高（百万円） 206 206 19,838

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

  株　主　資　本

  

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

株主

資本

合計

資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成19年３月31日

残高（百万円）
2,349 2,029 2,029 307 12,550 2,445 15,302 △50 19,631

事業年度中の変動

額      

別途積立金の積立
 1,800 △1,800 － －

剰余金の配当
  

 △442 △442
 

△442

当期純利益 
  

 2,220 2,220
 

2,220

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額)      

事業年度中の変動

額合計（百万円）
－ － － － 1,800 △21 1,778 － 1,778

平成20年３月31日

残高（百万円）
2,349 2,029 2,029 307 14,350 2,423 17,081 △50 21,409

  評価・換算差額等

純資産合計  その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

平成19年３月31日残高（百万円） 206 206 19,838

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立  －

剰余金の配当   △442

当期純利益   2,220

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) △195 △195 △195

事業年度中の変動額合計（百万円） △195 △195 1,583

平成20年３月31日残高（百万円） 11 11 21,421
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

 

(1）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

(1）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

 

 

(2）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕入商品及び貯蔵品

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

仕入商品及び貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

 

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）につい

ては定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　　　３～50年

機械装置　　　　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　　２～７年

工具器具備品　　　　　　２～20年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）につい

ては定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　　　３～50年

機械装置　　　　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　　２～７年

工具器具備品　　　　　　２～20年

 

 

 

 

 

  (会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ19百万円減少

しております。

 （追加情報）

　平成19年度の法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ19百万円減少

しております。 
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

 

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

 

 

(3）長期前払費用

　定額法によっております。

  　　　　  ──────

 

４　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同左

 

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付の支払に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額

を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による按分額を費用処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

（13年）による按分額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとして

おります。

(3）退職給付引当金

同左

 

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、

役員退職慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

 

 

(5）施設利用解約引当金

　保養施設利用契約の中途解約により発

生する損失に備えるため、損失見積額を

引当計上しておりましたが、当事業年度

に保養施設利用契約を中途解約したため、

当事業年度に当該引当金を全額取り崩し

ております。 

  ──────

 

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は19,838百万

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

 

 （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ30百万円減少しております。

 　　　　　　　　　　──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

 ※１　担保に供している資産

　次の資産を借入金の担保に供しています。

 ※１　担保に供している資産

　次の資産を借入金の担保に供しています。

不動産抵当  

建物 280百万円

土地 1,607　〃

計 1,888　〃

上記に対する債務  

一年以内返済予定の長期借入金 111百万円

長期借入金 427　〃

不動産抵当  

建物    253百万円

土地    1,607　〃

計    1,861　〃

上記に対する債務  

一年以内返済予定の長期借入金    121百万円

長期借入金 　 305　〃

 ※２　関係会社項目

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係

会社に対する主なものは次のとおりです。

 ※２　関係会社項目

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係

会社に対する主なものは次のとおりです。

営業未収金 1,730百万円 営業未収金  1,945百万円

 ３　偶発債務

　倉庫賃貸借契約に対する保証債務

  ３　偶発債務

　倉庫賃貸借契約に対する保証債務

関係会社  

アルプス・ロジスティクス・
メキシコ S.A. DE C.V.

134百万円

( 1,139千USドル)

  

関係会社  

アルプス・ロジスティクス
（USA）INC.

   231百万円

(2,308千USドル)

アルプス・ロジスティクス・
メキシコ S.A. DE C.V.

   75百万円

(   756千USドル)

　上記のほか、アルプス・ロジスティクス（USA）INC.

の倉庫賃借に関わる共有部分維持費用（現行月額１百

万円）の支払債務についても保証を行っております。   

 金融機関からの借入金に対する保証債務 

関係会社  

アルプス・ロジスティクス
（USA）INC.

   20百万円

( 　200千USドル)

 金融機関からの借入金に対する保証予約 

関係会社  

大連泰達アルプス物流有限公司
177百万円

( 1,500千USドル)

 金融機関からの借入金に対する保証予約 

関係会社  

大連泰達アルプス物流有限公司
   130百万円

( 1,300千USドル)

　上記のうち、外貨建保証債務及び保証予約は、決算日の

為替相場により円換算しております。

　上記のうち、外貨建保証債務及び保証予約は、決算日の

為替相場により円換算しております。

 ※４　期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当事業年度の末日

は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

事業年度末残高に含まれております。　

　　　　受取手形　　              　　　36百万円

 ※４　       ──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※１　関係会社項目

　関係会社に係る主な取引は次のとおりです。

 ※１　関係会社項目

　関係会社に係る主な取引は次のとおりです。

売上高 7,491百万円

受取配当金 323　〃

売上高    7,665百万円

受取配当金  　367　〃

 ※２　販売費及び一般管理費の主な費目

　販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用のおお

よその割合は41.9％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は58.1％であります。

　主な費目及び金額は、次のとおりです。

 ※２　販売費及び一般管理費の主な費目

　販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用のおお

よその割合は40.3％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は59.7％であります。

　主な費目及び金額は、次のとおりです。

役員報酬 162百万円

賃金給与及び諸手当 915　〃

法定福利費 161　〃

賞与引当金繰入額 154　〃

退職給付費用 50　〃

役員退職慰労引当金繰入額 31　〃

租税公課 251　〃

支払手数料 146　〃

厚生費 131　〃

減価償却費 77　〃

役員報酬 168百万円

賃金給与及び諸手当 903　〃

法定福利費 170　〃

賞与引当金繰入額 168　〃

退職給付費用 52　〃

役員退職慰労引当金繰入額 28　〃

支払手数料 161　〃

厚生費 127　〃

減価償却費 85　〃

 ※３　固定資産売却益の内訳

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 0　〃

計 0　〃

 ※３　固定資産売却益の内訳

建物 0 百万円

構築物 0 　〃

車両運搬具 0 　〃

計 0 　〃

 ※４　固定資産売却除却損の内訳

 除却
(百万円)

売却
(百万円)

計
(百万円)

建物 2 － 2 

構築物 0 － 0 

機械装置 4 － 4 

車両運搬具 0 0 0 

工具器具備品 2 － 2 

ソフトウエア 1 － 1 

計 12 0 12

 ※４　固定資産売却除却損の内訳

 除却
(百万円)

売却
(百万円)

計
(百万円)

建物 0 － 0

構築物 0 － 0

機械装置 0 － 0

車両運搬具 － 0 0

工具器具備品 4 0 4

ソフトウエア 0 － 0

計 5 0 6
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 41 － － 41

合計 41 － － 41

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 41 － － 41

合計 41 － － 41

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 8 8 0

工具器具備品 50 33 17

合計 59 41 18

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累

計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 8 8 －

工具器具備品 45 38 6

合計 54 47 6

（注）　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　同左

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 6　〃

合計 18　〃

１年内   4百万円

１年超  1　〃

合計 　6　〃

（注）　未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料残高の割

合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

（注）　　　　同左

３　当期の支払リース料及び減価償却費相当額 ３　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27　〃

支払リース料   11百万円

減価償却費相当額 　11　〃

４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 229百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 165　〃

未払事業税等 83　〃

役員退職慰労金引当額 40　〃

ゴルフ会員権評価損計上額 33　〃

未払賞与社会保険料 26　〃

その他 61　〃

繰延税金資産合計 641　〃

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △140百万円

繰延税金負債合計 △140　〃

繰延税金資産の純額 501　〃

（繰延税金資産）  

賞与引当金    239百万円

未払事業税等  　69　〃

未払賞与社会保険料  31　〃

退職給付引当金  164　〃

役員退職慰労引当金  44　〃

借地権償却  31　〃

その他 76　〃

繰延税金資産合計  　656　〃

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △7百万円

繰延税金負債合計   △7　〃

繰延税金資産の純額  　649　〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

同左

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,121円07銭

１株当たり当期純利益金額 123円56銭

１株当たり純資産額      1,210円53銭

１株当たり当期純利益金額    125円50銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 2,186 2,220

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,186 2,220

普通株式の期中平均株式数（株） 17,695,622 17,695,622

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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６．その他
役員の異動

 ①　代表取締役の異動

　　  退任予定代表取締役

          安間　洋一　  （現・代表取締役会長）

                         ※相談役就任予定

 

 ②　その他の役員の異動

　　　退任予定取締役

          齋藤　恒一郎　（現・取締役　海外事業本部副本部長）

                         ※顧問就任予定

　　　新任監査役候補

          社外監査役 　吉野　賢治　（現・公認会計士）

 

　　　退任予定監査役

          佐藤　高英　  （現・社外監査役）

 ③  就任及び退任予定日

　　  平成20年６月24日
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